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ChatGPT 4o 

 

あなた: 

基礎事項だけでも押さえたい意外と取れるソフトウェア特許【奥村光平 先生】.docx 

ドキュメント 

動画の音声を書き起こしたファイルです。要約を作成してください。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

The document you uploaded contains a transcription of a seminar titled "基礎事項だけ

でも押さえたい意外と取れるソフトウェア特許" presented by 奥村光平, a 

representative patent attorney from IPX. The seminar covers key points for acquiring 

software patents, particularly focusing on software-related inventions, even for 

companies outside the traditional IT sector, such as chemical manufacturers and 

startups. Here are the key points summarized from the document: 

1. Importance of Software Patents: With the rise of AI and increasing software 

patent applications from non-IT companies, there is a growing need to 

understand what to focus on when applying for software patents. 

2. Patent Application Strategy: 

o Two Key Considerations: The seminar emphasizes focusing on two main 

aspects when writing patent claims: 

1. The Subject of Implementation: Identifying who or what executes 

the key steps in the invention. 

2. Enforcement Visibility: Ensuring the claimed steps or processes 

are detectable by a third party, making it possible to prove 

infringement. 

3. Patent Claim Types: The seminar explains how to structure claims for software 

inventions, distinguishing between method claims, apparatus claims, and program 

claims. It highlights the importance of clear and enforceable claims. 

4. Real-world Examples: The seminar discusses examples from various industries, 

including AI-based material prediction by Sumitomo Chemical and blockchain-

based traceability systems by Nagase & Co., to illustrate how companies outside 

the IT sector can still effectively protect their software innovations. 
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5. Challenges and Considerations: The seminar also touches on the challenges of 

drafting claims for inventions involving multiple entities, ensuring the claims are 

focused on the key actors within the system. 

This summary highlights the seminar's main points on the strategic considerations and 

practical tips for securing software patents, even for non-IT companies venturing into 

software-related innovations. 

4o 

あなた: 

日本語で 

ChatGPT: 

ChatGPT 

アップロードされたファイルには、弁理士法人 IPX の代表弁理士である奥村光平先生に

よるセミナー「基礎事項だけでも押さえたい意外と取れるソフトウェア特許」の書き起こし

が含まれています。このセミナーでは、ソフトウェア関連の特許を取得する際のポイント

について、特に IT 業界以外の企業に向けて解説しています。以下に、セミナーの要点を

まとめます。 

1. ソフトウェア特許の重要性: 生成 AI の台頭に伴い、従来の電機メーカー以外の

企業、例えば化学メーカーやスタートアップ企業からのソフトウェア特許の出願が

増加しています。しかし、これらの企業はソフトウェア特許に対する理解が不十分

な場合が多く、何に着目すべきかが分からないことが課題となっています。 

2. 特許出願戦略: 

o 重要な 2 つのポイント: セミナーでは、ソフトウェア特許出願時に特に意

識すべき 2 つのポイントについて強調しています。 

1. 実施主体の明確化: 発明の中で誰が手順を実行しているかを把

握し、適切なクレームを立てること。 

2. 検証可能性の確保: 第三者が発明の実施を確認できるか、すな

わち特許侵害の立証が可能であるかを重視すること。 

3. クレームの種類: ソフトウェア発明のクレームの書き方として、方法クレーム、装

置クレーム、プログラムクレームなどの構成が紹介され、明確で立証可能なクレ

ームを作成する重要性が強調されています。 

4. 実例の紹介: セミナーでは、住友化学の AI を用いた物性予測や、長瀬産業のブ

ロックチェーンを用いたトレーサビリティシステムなど、IT 業界以外の企業がどの

ようにソフトウェア特許を取得しているかを具体的に説明しています。 
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5. 課題と考慮点: 複数の主体が関与する発明において、不要な要素をクレームに

含めないこと、また特許侵害を立証しやすいクレームを作成することの重要性が

解説されています。 

この要約は、非 IT 企業がソフトウェア特許を取得する際に注意すべき戦略的なポイント

と実務的なアドバイスを含んでいます。 

4o 

あなた: 

「特許出願戦略: 重要な 2 つのポイント: セミナーでは、ソフトウェア特許出願時に特に

意識すべき 2 つのポイントについて強調しています。 実施主体の明確化: 発明の中で

誰が手順を実行しているかを把握し、適切なクレームを立てること。 検証可能性の確

保: 第三者が発明の実施を確認できるか、すなわち特許侵害の立証が可能であるかを

重視すること。」を詳しく。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

「特許出願戦略」において強調された「重要な 2 つのポイント」について、さらに詳しく説

明します。 

1. 実施主体の明確化 

発明における「実施主体」とは、発明の手順や処理を実行する主体を指します。ソフトウ

ェア特許においては、発明が複数の構成要素や関係者（例：サーバー、クライアント、ユ

ーザー端末など）にまたがることが多いため、どの要素が実際に手順を実行しているか

を明確にすることが重要です。 

• 適切なクレームの立て方: 

o 発明に登場する複数の主体（例：サーバー、監視カメラ、ユーザー端末）

のうち、発明の核心部分を実施する主体を選び、その主体に基づいたク

レームを立てることが求められます。 

o 例えば、サーバーが主要な処理を実行する場合、そのサーバーを中心に

クレームを構成し、不要な要素（例えば、ユーザー端末など）はクレームに

含めない方が良いとされています。これにより、特許の有効性を高め、無

駄な争点を減らすことができます。 

• 複数主体が関与する発明の場合: 
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o 複数の主体が関与する発明では、「主役」となる主体を明確にして、その

主体の視点でクレームを立てることが重要です。これにより、発明の実施

が明確になり、侵害を立証しやすくなります。 

2. 検証可能性の確保 

「検証可能性」とは、特許侵害の立証が可能かどうかを指します。ソフトウェア特許の場

合、発明の処理や手順が内部で行われるため、第三者がそれを確認することが難しい

場合があります。このため、クレームは、発明の実施が外部から確認できるように構成さ

れる必要があります。 

• 外部から確認可能なクレーム作成: 

o ソフトウェア発明では、一般的に入力と出力に基づいてクレームを構成

し、その間に行われる処理が第三者から確認可能であることを重視しま

す。例えば、ある入力が与えられたときにどのような出力が得られるかを

明確にすることで、特許侵害の立証が容易になります。 

o 処理内容そのものが確認できない場合でも、入力と出力からその処理が

行われたと推測できるようにクレームを設計することが求められます。 

• 権限性の確保: 

o 特許侵害訴訟では、被疑侵害者が発明を実施していることを証明する必

要があります。このため、権利化するクレームは、外部からその実施を確

認できるようにすることが不可欠です。権限性が確保されたクレームは、

裁判での証拠収集が容易になり、権利行使の有効性を高めます。 

この 2 つのポイントは、特に複雑なシステムや複数の主体が関与するソフトウェア発明

において、特許の有効性を確保し、特許侵害の立証を容易にするために重要です。 

4o 

あなた: 

「クレームの種類: ソフトウェア発明のクレームの書き方として、方法クレーム、装置クレ

ーム、プログラムクレームなどの構成が紹介され、明確で立証可能なクレームを作成す

る重要性が強調されています。」を詳しく。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

メモリを更新しました 

ソフトウェア発明におけるクレームの種類について詳しく説明します。 
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1. 方法クレーム 

方法クレームは、発明の手順やステップに基づいて権利を主張するクレームです。ソフト

ウェア発明においては、コンピュータプログラムがどのようにデータを処理するか、その

処理手順を具体的に記載します。 

• 特徴: 

o 方法クレームは、特定の手順やステップが順番に実行されることを前提と

しています。 

o 例えば、「入力データを受信し、データを処理し、結果を出力する」といっ

た一連の処理手順を詳細に記載します。 

• メリット: 

o 発明の実行方法に対して広く権利を主張でき、他社が同様の処理を行う

場合には侵害を主張しやすくなります。 

• 注意点: 

o 第三者が発明を実施しているかどうかの検証が難しい場合があります。

特に、内部で行われる処理手順が外部から確認できない場合は、権限性

が弱くなる可能性があります。 

2. 装置クレーム 

装置クレームは、特定の機能を実行するハードウェアやシステムに対して権利を主張す

るクレームです。ソフトウェア発明の場合、特定の処理を実行する装置やシステムを構

成する要素を記載します。 

• 特徴: 

o 装置クレームは、物理的な装置やシステムに対して権利を主張します。例

えば、「プロセッサー、メモリ、入力装置、出力装置などを含む装置」として

クレームを構成します。 

o 装置クレームでは、装置が実行する機能に焦点を当て、それがどのよう

に実現されるかを記述します。 

• メリット: 

o ハードウェアやシステム全体を対象にするため、特許権の範囲が広くな

り、特定の装置を使用して発明を実施する場合には、侵害を主張しやすく

なります。 

• 注意点: 

o クレームに記載された装置やシステムの構成要素が実際に存在し、機能

する必要があります。また、装置の一部だけを使っている場合には、侵害

が認定されにくいこともあります。 

3. プログラムクレーム 
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プログラムクレームは、特定の機能を実行するソフトウェアプログラムに対して権利を主

張するクレームです。日本では、ソフトウェアそのものに対する特許保護が認められてい

ます。 

• 特徴: 

o プログラムクレームでは、特定の手順を実行するコンピュータプログラム

に対して権利を主張します。 

o 例えば、「コンピュータが手順 A、手順 B、手順 C を実行するプログラム」

といった形式で記載されます。 

• メリット: 

o プログラムそのものを対象にするため、ソフトウェアが複数のデバイスや

プラットフォームで実行される場合でも、広く保護できます。 

o 日本では、プログラムクレームの保護が可能なため、ソフトウェア開発者

にとって強力な保護手段となります。 

• 注意点: 

o 他国（特にアメリカ）では、プログラムそのものに対する特許が認められて

いない場合があり、その場合は記憶媒体やシステムに基づいたクレーム

が必要です。 

まとめ 

これらのクレームの種類を適切に組み合わせることで、ソフトウェア発明を効果的に保

護することが可能になります。セミナーでは、特に明確で立証可能なクレームを作成する

ことの重要性が強調されており、クレームが発明の実施や侵害の立証において確実に

機能するように設計されるべきだとされています。 

4o 

あなた: 

「実例の紹介: セミナーでは、住友化学の AI を用いた物性予測や、長瀬産業のブロック

チェーンを用いたトレーサビリティシステムなど、IT 業界以外の企業がどのようにソフトウ

ェア特許を取得しているかを具体的に説明しています。」を詳しく。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

セミナーで紹介された実例について、以下のように詳しく説明します。 

1. 住友化学の AI を用いた物性予測 
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住友化学は、AI（人工知能）を活用した物性予測に関する発明で特許を取得していま

す。この発明は、マテリアルインフォマティクス（Material Informatics、MI）と呼ばれる分野

に属し、化学分野における新しい技術アプローチを示しています。 

• 発明の概要: 

o この特許は、特定の材料の構造や組成に基づいて、その物理的特性を

予測するための方法を対象としています。AI を用いて、効率的に物性を

予測することが可能となり、従来の手法に比べて大幅な時間とコストの削

減が期待されます。 

o AI に学習させるためのデータの準備や、学習モデルの構築方法がクレー

ムに含まれており、これにより住友化学は独自の技術を保護しています。 

• ポイント: 

o AI を使った予測技術は、従来の物理的な検証方法とは異なり、より効率

的に物性を予測できるため、研究開発のスピードを大幅に向上させること

が可能です。 

o クレームにおいては、AI による学習プロセスや予測方法を中心に据えた

構成となっており、権利範囲が広く設定されています。 

2. 長瀬産業のブロックチェーンを用いたトレーサビリティシステム 

長瀬産業は、ブロックチェーン技術を活用した材料のトレーサビリティシステムに関する

特許を取得しています。この発明は、特定の材料がサプライチェーンを通じて追跡可能

であり、信頼性の高い供給網を確立することを目的としています。 

• 発明の概要: 

o このシステムは、材料の取引や流通において、そのトレーサビリティ（追跡

可能性）を確保するために、ブロックチェーン技術を利用しています。ブロ

ックチェーンは改ざんが困難であり、取引データが確実に記録されるた

め、材料の真正性や品質を保証できます。 

o 特に、センサーを用いて材料の固有の特徴量（識別情報）を取得し、それ

をブロックチェーン上に記録することで、取引の信頼性を高める仕組みが

特徴です。 

• ポイント: 

o この発明は、リサイクル素材の管理や偽造防止など、幅広い用途での活

用が見込まれており、環境に配慮した製品開発の一環として注目されて

います。 

o クレームでは、ブロックチェーンを用いたトレーサビリティを確保する方法

に焦点を当てており、具体的な材料の識別情報の取得方法や記録方法

が保護されています。 

まとめ 
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これらの実例は、ソフトウェアや IT 技術が従来の産業分野にどのように適用され、新た

な技術的進歩をもたらしているかを示しています。特に、化学メーカーや商社といった IT

業界外の企業が、ソフトウェア関連の発明を通じて特許を取得し、競争力を高めている

ことが分かります。また、これらの企業は、AI やブロックチェーンといった最新技術を活

用し、業界内での新たなビジネスモデルの構築や、既存のプロセスの効率化に貢献して

います。 

4o 

あなた: 

「課題と考慮点: 複数の主体が関与する発明において、不要な要素をクレームに含めな

いこと、また特許侵害を立証しやすいクレームを作成することの重要性が解説されてい

ます。」を詳しく。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

「課題と考慮点」についての詳しい説明は、特に複数の主体が関与するソフトウェア発明

におけるクレーム作成時の注意点に焦点を当てています。 

1. 不要な要素をクレームに含めないこと 

ソフトウェア発明では、複数の主体が関与する場合があります。例えば、ある発明がサ

ーバー、クライアント、ユーザー端末などの複数の要素によって構成される場合、それぞ

れの要素が発明における役割を持っています。しかし、クレームにすべての要素を含め

ると、特許の権利範囲が複雑化し、無駄な要素が増えることになります。 

• 問題点: 

o すべての要素をクレームに含めると、特許の権利行使が難しくなる可能

性があります。特に、不要な要素を含めると、その要素が実施されていな

い場合には特許侵害を主張できなくなるリスクがあります。 

o クレームが広がりすぎると、審査段階で拒絶理由が発生しやすくなり、特

許取得が困難になる場合もあります。 

• 対策: 

o クレームには、発明の本質的な要素だけを含めるようにします。例えば、

サーバーが発明の中核を担う場合は、サーバーに焦点を当てたクレーム

を作成し、他の要素（クライアントやユーザー端末など）は補助的なものと

して記載するにとどめます。 

o こうすることで、発明の実施がより明確になり、特許侵害の立証も容易に

なります。 
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2. 特許侵害を立証しやすいクレームの作成 

特許を実際に活用する際、特許侵害を立証する能力が重要です。特にソフトウェア発明

では、発明の実施が外部から確認しにくい場合が多いため、クレームは第三者が発明

の実施を検証できるように構成される必要があります。 

• 問題点: 

o ソフトウェア発明では、処理の一部が目に見えない形で行われるため、侵

害の立証が難しい場合があります。例えば、あるソフトウェアが内部で特

定のアルゴリズムを実行していることを外部から確認するのは困難です。 

o クレームが検証不可能な内容を含んでいる場合、侵害訴訟での証拠収集

が難しくなり、特許権の行使が制限される可能性があります。 

• 対策: 

o クレームを作成する際には、特に外部から確認可能な部分（例えば、入力

と出力）に焦点を当て、これらを基にクレームを構成します。これにより、

第三者が実施しているかどうかを明確に立証しやすくなります。 

o また、内部処理に関しても、入出力データの特徴からその処理が行われ

ていることが推測できるようなクレームを作成します。具体的には、プロセ

ッサが実行する処理のステップや手順を記載し、それが発明の主要部分

であることを明確に示します。 

まとめ 

複数の主体が関与するソフトウェア発明においては、クレームを簡潔かつ効果的にする

ことが重要です。不要な要素を含めると、特許の有効性や権利行使の際に不利になる

可能性があります。また、特許侵害を立証しやすいクレームを作成することにより、侵害

訴訟において有利に働きます。これらの考慮点を踏まえたクレーム作成が、特許戦略に

おいて重要な役割を果たします。 

4o 

あなた: 

Q&A があれば詳しく。 

ChatGPT: 

ChatGPT 

セミナーにおける Q&A セッションでは、ソフトウェア特許に関連する具体的な質問とその

回答がいくつか取り上げられています。以下に詳細を説明します。 
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1. クレームの書き方に関する質問 

セミナーでは、参加者からの質問として、プログラムクレームにおける「情報処理装置」と

「システム」の違いについて取り上げられました。参加者は、発明の内容に応じてどちら

を選ぶべきかを悩んでいることを述べ、奥村先生にその違いを尋ねました。 

• 奥村先生の回答: 

o 奥村先生は、発明の内容に応じて使い分けることが重要であると述べて

います。特に、システムクレームは複数の装置がネットワークを介して連

携する場合に適しており、一方で情報処理装置クレームは単一の装置が

中心となる場合に適していると説明しています。また、プログラムクレーム

では「手段」や「ステップ」として機能を記載する方法があり、発明の性質

に応じて最適な表現を選ぶべきだとアドバイスしています。 

2. 権限性がない場合の出願に関する質問 

別の質問では、権限性がないクレームでも出願すべきかについての相談がありました。

特に、学術的なアルゴリズムや処理に対して、権利行使が難しいが牽制効果を狙うべき

かどうかが議論されました。 

• 奥村先生の回答: 

o 奥村先生は、権限性がないクレームでも牽制効果が期待できる場合は、

出願を検討する価値があると述べています。特に、学術論文として発表す

る場合、その内容を特許としても出願することで、他社の参入を抑止する

効果が得られる可能性があると説明しました。また、社員の転職などで技

術が流出するリスクがある場合も、牽制のために出願しておくことが有効

であると指摘しました。 

3. 実施主体と権限性に関する質問 

実施主体が複数存在する発明において、不要な構成要素をクレームに含めるべきかど

うかについても質問がありました。クレームが複雑化し、権利行使が困難になるリスクに

ついての懸念が示されました。 

• 奥村先生の回答: 

o 不要な構成要素はクレームに含めないことが望ましいとし、実施主体を明

確にした上で、第三者が確認可能な権限性の高いクレームを作成するこ

とが重要であると強調しています。特に、特許侵害を立証しやすくするた

めに、クレームの範囲を適切に絞ることが推奨されています。 

これらの Q&A セッションでは、参加者が実際に直面する具体的な問題に対して、実務に

基づいた具体的なアドバイスが提供されており、ソフトウェア特許の実践的な知識を深
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めるための有益な情報が含まれています(基礎事項だけでも押さえたい意外と取れるソ

フトウ…)。 

 


	あなた:
	ChatGPT:
	あなた:
	ChatGPT:
	あなた:
	ChatGPT:
	1. 実施主体の明確化
	2. 検証可能性の確保
	あなた:
	ChatGPT:

	1. 方法クレーム
	2. 装置クレーム
	3. プログラムクレーム
	まとめ
	あなた:
	ChatGPT:

	1. 住友化学のAIを用いた物性予測
	2. 長瀬産業のブロックチェーンを用いたトレーサビリティシステム
	まとめ
	あなた:
	ChatGPT:

	1. 不要な要素をクレームに含めないこと
	2. 特許侵害を立証しやすいクレームの作成
	まとめ
	あなた:
	ChatGPT:

	1. クレームの書き方に関する質問
	2. 権限性がない場合の出願に関する質問
	3. 実施主体と権限性に関する質問

